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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　有機ＥＬ素子であって、
　基板と、
　前記基板上に形成され、画素領域を有する第一電極と、
　前記基板上に形成され、前記第一電極を区画し、少なくとも一部に逆テーパー形状を有
しかつ前記基板側の底部では順テーパー形状となる第一隔壁と、前記第一隔壁上に形成さ
れ、前記第一隔壁頭頂部の幅よりも狭い底部を有する第二隔壁と、を有する多段隔壁と、
　前記画素領域上及び前記第一及び第二隔壁上に形成された少なくとも無機材料からなる
第一発光媒体層と、有機材料からなる第二発光媒体層と、該第二発光媒体層上の有機発光
層とを有する発光媒体層と、
　前記発光媒体層上に形成された第二電極と、を含み、
　前記第一発光媒体層は、前記第一電極上及び前記多段隔壁上において前記逆テーパーに
よって分断されて形成されており、かつ前記第二発光媒体層は、前記第一発光媒体層上及
び前記多段隔壁上に連続して形成されていることを特徴とする有機ＥＬ素子。
【請求項２】
　請求項１に記載の有機ＥＬ素子であって、
　前記第一隔壁は、無機絶縁材料であることを特徴とする有機ＥＬ素子。
【請求項３】
　請求項２に記載の有機ＥＬ素子であって、
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　前記第一隔壁の膜厚は、５０ｎｍ以上１０００ｎｍ以下であることを特徴とする有機Ｅ
Ｌ素子。
【請求項４】
　請求項１に記載の有機ＥＬ素子であって、
　前記第二隔壁は、感光性材料であることを特徴とする有機ＥＬ素子。
【請求項５】
　請求項２から請求項４のいずれか一項に記載の有機ＥＬ素子であって、
　前記発光媒体層の膜厚は、前記第一及び第二隔壁の総膜厚より薄いことを特徴とする有
機ＥＬ素子。
【請求項６】
　請求項１に記載の有機ＥＬ素子であって、
　前記第一電極は、透明な電極であり、
　前記第一電極と前記第二電極との間において、前記発光媒体層が形成されていることを
特徴とする有機ＥＬ素子。
【請求項７】
　請求項１に記載の有機ＥＬ素子であって、
　前記第二電極は、透明な電極であり、
　前記第一電極と前記第二電極との間において、前記発光媒体層が形成されていることを
特徴とする有機ＥＬ素子。
【請求項８】
　画像表示装置であって、
　請求項１に記載の有機ＥＬ素子を表示素子として用いたことを特徴とする画像表示装置
。
【請求項９】
　有機ＥＬ素子の製造方法であって、
　基板を準備し、
　前記基板上に第一電極を形成し、
　珪素系絶縁材料からなり、前記第一電極を区画し、少なくとも一部に逆テーパー形状を
有しかつ前記基板側の底部では順テーパー形状となる第一隔壁を形成し、
　感光性材料からなり、前記第一隔壁頭頂部の幅よりも狭い底部を有する第二隔壁を形成
し、
　少なくとも前記第一電極領域上及び前記第一及び第二隔壁上において前記逆テーパーに
よって分断されて形成された無機材料からなる正孔輸送層と、前記正孔輸送層上及び前記
第一及び第二隔壁上に連続して形成された有機材料からなるインターレイヤと、有機発光
層と、を有する発光媒体層を形成し、
　前記第一電極に対向する第二電極を形成することを特徴とする有機ＥＬ素子の製造方法
。
【請求項１０】
　請求項９に記載の有機ＥＬ素子の製造方法であって、
　前記第一隔壁の膜厚は、５０ｎｍ以上１０００ｎｍ以下であることを特徴とする
　有機ＥＬ素子の製造方法。
【請求項１１】
　請求項９または請求項１０に記載の有機ＥＬ素子の製造方法であって、
　湿式成膜法を用いて、少なくとも前記発光媒体層の一層を形成することを特徴とする有
機ＥＬ素子の製造方法。
【請求項１２】
　請求項１１に記載の有機ＥＬ素子の製造方法であって、
　印刷法を用いて、少なくとも前記発光媒体層の一層を形成することを特徴とする有機Ｅ
Ｌ素子の製造方法。
【請求項１３】
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　請求項９または請求項１０に記載の有機ＥＬ素子の製造方法であって、
　前記第一電極は、透明な電極であり、
　前記第一電極と前記第二電極との間において、前記発光媒体層が形成されていることを
特徴とする有機ＥＬ素子の製造方法。
【請求項１４】
　請求項９または請求項１０に記載の有機ＥＬ素子の製造方法であって、
　前記第二電極は、透明な電極であり、
　前記第一電極と前記第二電極との間において、前記発光媒体層が形成されていることを
特徴とする有機ＥＬ素子の製造方法。
【請求項１５】
　画像表示装置の製造方法であって、
　請求項９に記載の有機ＥＬ素子の製造方法を用いて、表示素子を形成することを特徴と
する画像表示装置の製造方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、有機ＥＬ素子，有機ＥＬ画像表示装置の製造方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　近年、直流低電圧駆動による高輝度発光が可能な発光素子である有機ＥＬ素子（以下、
有機ＥＬ素子と称する）の開発が進められている。有機ＥＬ素子は、互いに対向する二つ
の電極と、この二つの電極の間に設けられた正孔輸送材料からなる正孔輸送層又は有機発
光材料からなる有機発光層とを有する簡便な構造によって構成されている。この有機ＥＬ
素子においては、二つの電極の間に電流を流すことによって、有機発光層が発光し、この
発光光が光透過性電極から取り出される。
【０００３】
　このような構造を有する有機ＥＬ素子においては、前記発光層の両側に直接両電極が配
置された構造を採用してもよいが、発光効率を増大する等を実現するために、注入層又は
輸送層、或いは注入層及び輸送層の両者配置された構造が採用されることが多い。具体的
には、正孔注入層又は正孔輸送層、或いは注入層及び輸送層の両者が陽極と発光層との間
に設けられた構造が挙げられる。或いは、電子注入層又は電子輸送層が陰極と発光層との
間に設けられた構造が挙げられる。有機ＥＬ素子においては、両電極間に挟まれた上記複
数の層膜を含む構造体の全体が、発光媒体層と呼ばれている。
【０００４】
　有機ＥＬ素子の種類は、有機発光層に用いられる有機発光材料に応じて、低分子有機発
光材料を用いた有機ＥＬ素子（以下、低分子有機ＥＬ素子と称する）と、高分子有機発光
材料を用いた有機ＥＬ素子（以下、高分子有機ＥＬ素子と称する）とに大別される。
【０００５】
　低分子有機ＥＬ素子を形成する方法においては、一般的に真空蒸着法等のドライコーテ
ィング法を用いて薄膜が形成される。このような低分子有機ＥＬ素子を形成する方法にお
いて、正孔輸送層又は有機発光層のパターニングが必要である場合は、メタルマスク等を
用いて、マスクの開口部に応じたパターンを有する層が形成される。しかしながら、この
ようなパターニング方法においては、基板の面積が増加するほど、所望のパターニング精
度を得ることが難しいと問題がある。
【０００６】
　高分子有機ＥＬ素子を形成する方法においては、有機発光材料が溶剤に溶された塗工液
を準備し、ウェットコーティング法を用いて塗工液を基板上に塗布し、薄膜を形成する方
法が試みられている。薄膜を形成するためのウェットコーティング法としては、スピンコ
ート法、バーコート法、突出コート法、ディップコート法等が知られている。しかしなが
ら、これらのウェットコーティング法を用いる場合においては、高精細に薄膜をパターニ
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ングしたり、ＲＧＢからなる３色を別々に塗布して薄膜を形成したりすることが難しい。
そのため、高分子有機ＥＬ素子を形成する方法においては、複数の材料を別々に塗布しな
がらパターニングすることが可能な印刷法を用いて薄膜を形成することが最も有効である
と考えられる。
【０００７】
　さらに、有機ＥＬ素子又はディスプレイにおいては基板としてガラス基板を用いること
が多い。このため、各種印刷法のなかでもグラビア印刷法等のように金属製の印刷版等の
硬い版を用いる方法は、高分子有機ＥＬ素子を形成する方法に適していない。一方、弾性
を有するゴムブランケットを用いるオフセット印刷法，同じく弾性を有するゴム版，又は
感光性樹脂版を用いる凸版印刷法は、高分子有機ＥＬ素子を形成する方法に適している。
実際に、これらの印刷法による試みとして、オフセット印刷による方法（特許文献１），
凸版印刷による方法（特許文献２）等が提唱されている。
【０００８】
　画像表示装置を作製する場合、画素を縦横に多数形成し発光させる事で画像を表示する
。そのために発光材料や正孔注入材料などを画素電極上に選択的に配し、各画素に独立し
た有機ＥＬ素子を形成する。その際、材料を各画素に均一に配し、均一に発光させる為、
予め各画素を区画する隔壁を設ける手法が一般的に用いられている。
【０００９】
　高分子有機ＥＬ素子においては、低い引加電圧で発光を得るために、正孔輸送層が設け
られる。この正孔輸送材層に用いられる材料としては、発光層と同様に、通常は低分子有
機材料と高分子有機材料とが用いられている。
　低分子正孔輸送材料の代表例としては、ＴＰＤ（トリフェニレンアミン系誘導体：特許
文献５を参照）が知られている。高分子正孔輸送材料の代表例としてはＰＥＤＯＴ：ＰＳ
Ｓ（ポリチオフェンとポリスチレンスルホン酸の混合物：特許文献６を参照）が知られて
いる。成膜法に関しては、有機発光材料と同様に、ドライコーティング法又はウェットコ
ーティング法が用いられる。
【００１０】
　高分子有機ＥＬ素子に用いられる隔壁構造として、凸型構造（特許文献３）や逆テーパ
ー構造（特許文献４）が検討されている。陽極上に形成される正孔輸送層の膜厚が厚くな
ると電荷が流れづらくなり、電流注入型発光である有機ＥＬ素子は発光ムラが発生する。
上記の試みはウェットコーティング法において画素端部（隔壁端部）の膜厚を制御する事
が目的である。しかし、正孔輸送層の厚みが薄い場合や膜の導電性が高い場合などは、発
光ムラが発生することはない。
【先行技術文献】
【特許文献】
【００１１】
【特許文献１】特開２００１－９３６６８号公報
【特許文献２】特開２００１－１５５８５８号公報
【特許文献３】特開２００８－２１０６５３号公報
【特許文献４】特開２００６－０４８９８０号公報
【特許文献５】特許第２９１６０９８号公報
【特許文献６】特許第２８５１１８５号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１２】
　ところで、正孔輸送層の膜厚や正孔輸送材料の改良によって導電性を向上させた場合、
上述した発光ムラ以外の問題点が発生する。正孔輸送層の膜厚方向における導電性を垂直
導電性と称し、正孔輸送層の膜面方向（正孔輸送層の表面に水平な方向）における導電性
を垂直導電性と称した場合、垂直導電性が水平導電性よりも低ければ、通常の電界発光が
得られる。しかしながら、膜の導電性が低いと垂直導電性と水平導電性の差が少なくなり
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、発光現象に寄与しない電流（以下、リーク電流と称する）が隔壁方向に流れ、正孔が隔
壁上に形成された正孔輸送層内を移動し、有機ＥＬ素子の特性が低下する。また、このよ
うな有機ＥＬ素子によって構成された画像表示装置において、互いに隣接する画素間にリ
ーク電流が流れると、所望の表示を制御することが困難であるという問題がある。
【００１３】
　本発明は、上述のような課題に鑑みてなされたものであって、画素を区分する隔壁上を
含む表示領域全体に所定の発光媒体層が形成された有機ＥＬ表示装置において、製造が容
易でかつリーク電流を低減又は抑制することのできる有機ＥＬ表示装置及びその製造方法
を提供することを第１の目的とする。
　また、本発明は、正孔輸送層を有する有機ＥＬ素子において、前記正孔輸送層の膜面方
向におけるリーク電流を低減させ、素子特性を向上させた有機ＥＬ素子，画像表示装置，
及び画像表示装置の製造方法を提供することを第２の目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１４】
　上記の目的を達するために、本発明の第１態様の有機ＥＬ素子は、基板と、前記基板上
に形成され、画素領域を有する第一電極と、前記基板上に形成され、前記第一電極を区画
し、少なくとも一部に逆テーパー形状を有かつ前記基板側の底部では順テーパー形状とな
る第一隔壁と、前記第一隔壁上に形成され、前記第一隔壁頭頂部の幅よりも狭い底部を有
する第二隔壁と、を有する多段隔壁と、前記画素領域上及び前記第一及び第二隔壁上に形
成された少なくとも無機材料からなる第一発光媒体層と、有機材料からなる第二発光媒体
層と、該第二発光媒体層上の有機発光層とを有する発光媒体層と、前記発光媒体層上に形
成された第二電極と、を含み、前記第一発光媒体層は、前記第一電極上及び前記多段隔壁
上において前記逆テーパーによって分断されて形成されており、かつ前記第二発光媒体層
は、前記第一発光媒体層上及び前記多段隔壁上に連続して形成されている。
　本発明の第１態様の有機ＥＬ素子においては、前記第一隔壁は、無機絶縁材料であるこ
とが好ましい。
　本発明の第１態様の有機ＥＬ素子においては、前記第一隔壁の膜厚は、５０ｎｍ以上１
０００ｎｍ以下であることが好ましい。
　本発明の第１態様の有機ＥＬ素子においては、前記第二隔壁は、感光性材料であること
が好ましい。
　本発明の第１態様の有機ＥＬ素子においては、前記隔壁上に形成された前記発光媒体層
は、正孔輸送層であることが好ましい。
　本発明の第１態様の有機ＥＬ素子においては、前記正孔輸送層は、無機化合物であるこ
とが好ましい。
　本発明の第１態様の有機ＥＬ素子においては、前記無機化合物は、遷移金属を一種以上
含むことが好ましい。
　本発明の第１態様の有機ＥＬ素子においては、前記無機化合物は、酸化物、窒化物、又
は硫化物であることが好ましい。
　本発明の第１態様の有機ＥＬ素子においては、前記発光媒体層の膜厚は、前記第一及び
第二隔壁の総膜厚より薄いことが好ましい。
【００１５】
　上記の目的を達するために、本発明の第２態様の画像表示装置は、上述の有機ＥＬ素子
を表示素子として用いる。
【００１６】
　上記の目的を達するために、本発明の第３態様の有機ＥＬ画像表示素子の製造方法は、
基板を準備し、前記基板上に第一電極を形成し、無機絶縁材料からなり、前記第一電極を
区画し、少なくとも一部に逆テーパー形状を有しかつ前記基板側の底部では順テーパー形
状となる第一隔壁を形成し、感光性材料からなり、前記第一隔壁頭頂部の幅よりも狭い底
部を有する第二隔壁を形成し、前記第一電極領域上及び前記第一及び第二隔壁上において
前記逆テーパーによって分断されて形成された無機材料からなる正孔輸送層と、前記正孔
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輸送層上及び前記第一及び第二隔壁上に連続して形成された有機材料からなるインターレ
イヤと、有機発光層からなる発光媒体層を形成し、前記第一電極に対向する第二電極を形
成する。
　本発明の第３態様の有機ＥＬ画像表示素子の製造方法においては、前記第一隔壁の膜厚
は、５０ｎｍ以上１０００ｎｍ以下であることが好ましい。
　本発明の第３態様の有機ＥＬ画像表示素子の製造方法においては、湿式成膜法を用いて
、少なくとも前記発光媒体層の一層を形成することが好ましい。
　本発明の第３態様の有機ＥＬ画像表示素子の製造方法においては、前記第一電極は、透
明な電極であり、前記第一電極と前記第二電極との間において、前記発光媒体層が形成さ
れていることが好ましい。
　本発明の第３態様の有機ＥＬ画像表示素子の製造方法においては、前記第二電極は、透
明な電極であり、前記第一電極と前記第二電極との間において、前記発光媒体層が形成さ
れていることが好ましい。
【００１７】
　上記の目的を達するために、本発明の第４態様の画像表示装置の製造方法は、上述の有
機ＥＬ素子の製造方法を用いて、表示素子を形成する。
【発明の効果】
【００１８】
　本発明の第１態様によれば、第一隔壁の少なくとも一部に逆テーパー形状を有し、前記
第一隔壁頭頂部の幅よりも狭い底部を有する第二隔壁を形成することで、表示領域の全面
に発光媒体層を乾式成膜，湿式成膜のどちらで形成した場合であってもリーク電流による
表示不良がなく、且つＥＬ特性も良好なＥＬ表示装置を作製することが可能である。
【００１９】
　本発明において、「逆テーパー」とは、基板水平面と平行な隔壁の頭頂部の幅よりも、
側面部の幅が一部でも狭くなっている構造を意味する。例えば図５Ａに逆テーパー形状の
一例を示す。図５Ａは頭頂部の幅が最も広く、底部の膜厚方向にしたがって幅が狭くなっ
ている。図５Ｂは頭頂部と底部の膜厚間で一部だけ頭頂部よりも幅が狭くなっている。ま
た、図５Ｃのように一部だけでなく、側面部に凹凸を形成してもよい。頭頂部よりも幅の
狭い側面部を備えていれば、図５Ｄのように底部の幅が頭頂部よりも広くてもよい。
【００２０】
　逆テーパー形状の第一隔壁の最適な膜厚としては、隔壁材料の種類、第二隔壁の膜厚、
発光媒体層の膜厚により異なるが、５０ｎｍ以上１０００ｎｍ以下が適当である。５０ｎ
ｍ未満の膜厚においては、発光媒体層の膜厚よりも薄くなり第一隔壁自体が覆われ、リー
ク電流が流れやすくなる。１０００ｎｍ超過の膜厚においては、第一電極の対向電極を断
線しやすくなる。
【００２１】
　また、第一隔壁の材料として、珪素系材料を採用し、これらの材料からなる単層，積層
，又は混合層を形成することにより、有機ＥＬ素子の隔壁として求められる絶縁性を得る
ことが可能である。
【００２２】
　順テーパー形状の第二隔壁の最適な膜厚としては、隔壁材料の種類、第一隔壁の膜厚、
発光媒体層の膜厚、対向電極の膜厚により異なるが、５００ｎｍ以上５０００ｎｍ以下が
適当である。５００ｎｍ未満の膜厚においては、隔壁として求められる絶縁性が得られな
い。５０００ｎｍ超過の膜厚においては、第一電極の対向電極が断線しやすくなる。
【００２３】
　また、第一隔壁の材料として、感光性材料を採用し、フォトリソグラフィによりパター
ン形成を行う事で、第一隔壁頭頂部の幅よりも狭い底部を容易に得ることが可能である。
【００２４】
　正孔輸送層の材料として、一種以上の遷移金属を含む無機化合物を採用し、無機化合物
として酸化物、硫化物、又は窒化物を採用し、また、これらの材料からなる単層，積層，
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又は混合層を形成することにより、有機ＥＬ素子の正孔輸送材料として求められる仕事関
数を得ることが可能である。
【図面の簡単な説明】
【００２５】
【図１】本発明に係る有機ＥＬ表示装置の断面模式図である。
【図２】本発明に係る有機ＥＬ表示装置の断面模式図である。
【図３】パッシブ型有機ＥＬ表示装置の電極構成を示す平面模式図である。
【図４】本発明に係る有機ＥＬ素子であって、（Ａ）はボトムエミッション型の有機ＥＬ
素子の積層構造を示す断面模式図、（Ｂ）はトップエミッション型の有機ＥＬ素子の積層
構造を示す断面模式図である。
【図５】本発明の有機ＥＬ表示装置において、２層構造とした隔壁を示す断面模式図であ
る。
【図６】本発明の有機ＥＬ表示装置において、発光媒体層の成膜工程を示す模式図である
。
【図７】本発明に係る発光媒体層及び隔壁の構成を示す模式図である
【図８】本発明に係る凸版印刷装置の概略断面図である。
【図９】本発明に係る有機ＥＬ表示装置を示す断面図である。
【発明を実施するための形態】
【００２６】
　以下、本発明の実施形態について図面を用いて説明する。
　なお、以下の説明に用いる各図面では、各部材を認識可能な大きさとするため、各部材
の縮尺を適宜変更している。
【００２７】
　図１は、本発明の有機ＥＬ表示装置の構成を示す断面図である。
　図１に示す有機ＥＬ素子を用いた表示装置５０は、基板１１，第一電極（陽極，画素電
極）１２，第一隔壁２３Ａ，第二隔壁２３Ｂ，正孔輸送層１４，発光層１６，第二電極（
陰極）１７，発光媒体層１９（図４Ａ参照），及び封止体２８を含む。第一電極１２は、
基板１１に画素毎に設けられている。隔壁２３は、第一電極１２の画素間を区画する。正
孔輸送層１４は、第一電極１２の上方に形成されている。発光層１６は、正孔輸送層上に
形成されている。第二電極１７は、発光層の全面を被覆するように形成されている。隔壁
２３は第一隔壁２３Ａ，第二隔壁２３Ｂを含む。発光媒体層１９は、正孔輸送層１４，発
光層１６を含む。封止体２８は、第二電極１７を覆うように基板１１と接触している。
　封止体２８としては、図１に示すように有機ＥＬ素子を覆う封止キャップ２６を用いて
、封止キャップ２６内に不活性ガスが封入された構造が採用される。
【００２８】
　図２は、本発明の第１実施形態の有機ＥＬ表示装置の構成を示す断面図である。
　図２に示す有機ＥＬ素子を用いた表示装置５１は、図１に示す電極，層，及び隔壁を含
む。表示装置５１においては、第二電極１７を覆うように樹脂層２１が設けられ、樹脂層
２１を介して基板１１に封止板２９が貼り合わされている。このような図２においては、
樹脂層２１及び封止板２９が封止体２８を構成する。
　図１及び図２においては、各画素を制御するためのスイッチング素子（薄膜トランジス
タ）が第一電極に接続されている（不図示）。
【００２９】
　図３は、パッシブ型有機ＥＬ表示装置の電極構成を示す平面模式図である。
　本発明においては、ストライプ状の第一電極１２と、ストライプ状の第二電極１７とが
交差し、第一電極１２と第二電極１７との間に発光媒体層１９が設けられた構成を採用し
てもよい。即ち、交差部分に位置する画素を点灯させるパッシブマトリクス方式の有機Ｅ
Ｌ表示装置に、本発明の構造を適用してもよい。
【００３０】
　以下の説明においては、第一電極１２及び第二電極１７の間に発光媒体層１９が挟持さ
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れている領域を発光領域或いは有機ＥＬ素子と称し、隔壁２３を含む有機ＥＬ素子のアレ
イ全体を表示領域と称する。
【００３１】
　図１～図３において、発光媒体層１９は、第一電極（陽極）１２と第二電極（陰極）１
７に挟持された層である。図１に示す構造においては、正孔輸送層１４及び発光層１６が
発光媒体層１９に相当する。これ以外にも、正孔注入層，電子輸送層，電子注入層等の層
を適宜加えてもよい。
【００３２】
　例えば、図１に示す構造においては、透明電極（陽極）１２上に順に積層された正孔輸
送層１４と発光層１６の二層によって発光媒体層１９が構成されているが、正孔注入層と
発光層１６の二層によって発光媒体層１９が構成されてもよい。また、正孔注入層，正孔
輸送層１４，及び発光層１６が順次積層された三層によって発光媒体層１９が構成されて
もよい。また、一つの層が、上記複数の層の各々の機能を有していてもよい。例えば、発
光媒体層１９において、発光層１６が正孔輸送機能を有してもよい。また、発光媒体層１
９が正孔注入層及び電子輸送層から構成され、正孔注入層及び電子輸送層の界面で発光す
る構成を採用してもよい。電極間に存在する層であって、電極間においてキャリア（正孔
、電子）を移動させる層であれば、この層は、発光媒体層に該当する。
【００３３】
　発光媒体層１９の膜厚は、発光層単層から構成される場合も、多層構造の場合も、発光
媒体層全体として１０００ｎｍ以下であり、好ましくは５０～３００ｎｍである。
【００３４】
　図１及び図２に示す有機ＥＬ表示装置においては、パターニングされた電極毎に、赤（
Ｒ）、緑（Ｇ）、青（Ｂ）の発光波長に対応するようにそれぞれパターニングされた発光
層１６Ｒ，１６Ｇ，１６Ｂが形成されている。これによって、フルカラー表示が可能なデ
ィスプレイパネルが実現される。このような表示方式以外の式としては、青色発光層及び
色素変換層を用いた色素変換方式を用いてもよい。また、白色に発光する複数の有機ＥＬ
素子の各々に対応させて、カラーフィルタが設けられた構造を採用してもよい。
【００３５】
　図４Ａ及び図４Ｂは、本発明の有機ＥＬ素子の積層部分、即ち、発光領域を示す断面図
である。
　図４Ａは、ボトムエミッション型の有機ＥＬ素子を示し、基板１１上に第一電極１２，
発光媒体層１９，及び第二電極１７ａが順に積層された構造を示す。第一電極１２，発光
媒体層１９，及び第二電極１７ａがこの順番に積層されている発光媒体層１９の構造にお
いて、正孔輸送層１４及び発光層１６以外にもインターレイヤ１５、或いはその他の発光
媒体層が各層の間に配置されてもよい。第二電極１７ａは、光非透過性電極である。第二
電極１７ａの材料として金属等の反射率の高い材料を用いることにより、第二電極１７ａ
に向けて発光された光を第二電極１７ａで反射させて、光透過性電極である第一電極１２
を通じて、有機ＥＬ素子の外部へ発光光を出射することができる。このため、光取り出し
効率を向上させることができる。
【００３６】
　図４Ｂは、トップエミッション型の有機ＥＬ素子を示し、基板１１上に反射層３１，第
一電極１２，正孔輸送層１４，インターレイヤ１５，発光層１６，及び第二電極１７ｂが
この順で積層されている。これらの層がこの順番に積層されている発光媒体層１９の構造
において、その他の層が複数の層の間に配置されてもよい。第二電極１７ｂは光透過性電
極である。第一電極１２に向けて発光された光は、第一電極１２を透過して反射層で反射
され、第二電極１７ｂを通じて、有機ＥＬ素子の外部へ出射される。一方、第二電極１７
ｂに向けて発光された光は、同様に第二電極を透過して有機ＥＬ素子の外部へ出射される
。
　以下の説明においては、ボトムエミッション型の有機ＥＬ素子を例として本実施形態を
説明するが、第二電極１７ｂの材料として透明導電膜が用いられたトップエミッション型
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に本実施形態の構造を適用することも可能である。
【００３７】
　第一電極１２上に形成される隔壁２３の本発明の各構成要素及び製造方法について説明
する。本発明の有機ＥＬ表示装置においては、図５に示すように、隔壁は第一隔壁２３Ａ
と第二隔壁２３Ｂの２層構造で設けられた多段隔壁となっている。
　後述するように、所定の発光媒体層をこの隔壁２３上に設けることによって、発光媒体
層が第一隔壁の逆テーパー部分で部分的に分断されている。これによって発光媒体層には
、部分的に孔部が形成されている。このため発光媒体層の電荷移動が制限され、リーク電
流を抑制することが出来る。なお、ここでいう「発光媒体層に部分的に孔部が形成されて
いる」とは、第一隔壁２３Ａに形成された発光媒体層の一部の膜厚が非常に薄くなってい
る状態、或いは、図６Ａに示すように隔壁２３の断面において、発光媒体層が非連続に分
布している状態を含む。また、図６Ｂに示すように隔壁２３の逆テーパー形状に沿って形
成された発光媒体層は、第一隔壁２３Ａの凹部及び凸部の各々に形成される。このように
形成された発光媒体層は、凹凸膜を構成する。このため、「発光媒体層に部分的に孔部が
形成されている」とは、凹部と凸部との間の段差に起因して、発光媒体層は、部分的に絶
縁されている状態を含む。
　また、後述するように、例えば、蒸着法等の気相成膜法を用いて発光媒体層を隔壁２３
に成膜する場合、発光媒体層の材料は、蒸着源に対して露出している露出部に成膜され、
蒸着源に対して露出されていない部分、例えば、逆テーパー部に起因する影部には成膜さ
れない。具体的に、基板１１の水平方向に対して斜め方向に傾斜している第一隔壁２３Ａ
表面には、隔壁２３と平行方向から材料が成膜されると、逆テーパー部に起因する影部に
は発光媒体層の材料が到達しない。このため、第一隔壁２３Ａに成膜された発光媒体層は
、逆テーパー部によって部分的に分断される。
【００３８】
　本発明では、特に上記蒸着法等の気相成膜法を用いて形成される発光媒体層（第一発光
媒体層）が無機材料からなる場合に、顕著な効果を発揮する。無機発光媒体層の場合、比
抵抗が小さいためにリーク電流の影響が大きいが、本発明の場合、第一発光媒体層が第一
隔壁の逆テーパー部分で部分的に分断されることでリーク電流を低減できる。しかも、無
機材料を用いて形成されるために導電性が高く、発光ムラの少ない有機ＥＬ素子とするこ
とができる。
【００３９】
　図７は、本発明の発光媒体層１９と隔壁２３Ａ，２３Ｂの構成を示す模式図である。上
述の第一隔壁２３Ａ及び第二隔壁２３Ｂ上、及び第一電極１２上に形成される発光媒体層
５４（第一発光媒体層）は、特に制限はないが、特に隔壁２３表面に直接形成される層が
好ましい。隔壁による分断効果が大きく、確実にリーク電流を低減することができるから
である。このため、具体的には正孔輸送層（正孔注入層）が好ましい。また、発光媒体層
５４は必ずしも単一の層である必要はなく、例えば連続する発光媒体層、例えば正孔輸送
層、正孔輸送層直上のインターレイヤがそれぞれ無機材料で構成されており、当該各発光
媒体層がそれぞれ第一隔壁に２３Ａにより分断されている場合には、複数の積層構造が第
一発光媒体層５４に該当する。
【００４０】
　さらに、第一発光媒体層５４上に、第二発光媒体層５５として、有機材料を用いて、第
一隔壁２３Ａ及び第二隔壁２３Ｂからなる隔壁及び下層の発光媒体層を覆うように設ける
ことが好ましい。隔壁及び画素領域の全面を覆うことで第一隔壁２３Ａによって第二電極
１７が分断されることを抑制することができる。特に高分子有機材料であれば被覆効果が
大きい。また形成方法としては、塗布法を用いて形成すれば、インクのレベリング効果に
より、第一発光媒体層５４の孔部を覆うことが容易である。表示領域の全面を覆う第二発
光媒体層５５としては、正孔輸送層と発光層の間に形成されるインターレイヤや、発光層
上に形成される電子輸送層等が考えられる。特に、正孔輸送層と発光層の間に形成される
インターレイヤを第二発光媒体層５５とした場合、後述のように発光層１６を印刷法で形
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成した場合、下層のインターレイヤが下地層の役割を果たし、発光層１６の平坦性を向上
させることができるため、好ましい。
【００４１】
　隔壁２３の表面に発光媒体層１９を形成する場合、発光領域上における発光媒体層１９
の平均膜厚（以下、これを成膜膜厚、あるいは単に膜厚と称する）は、１ｎｍ以上５００
ｎｍ以下、より好ましくは３００ｎｍ以下であることが好ましい。１ｎｍ未満または３０
０ｎｍ超過の膜厚である場合、機能性薄膜として発光媒体層１９の機能を得ることができ
ず、ＥＬ素子の発光強度が低下する。
【００４２】
　以下に、本発明に係る有機ＥＬ素子において用いられる具体的な材料及び形成方法につ
いて説明する。
【００４３】
　基板１１の材料は、例えば、ガラスや石英、ポリプロピレン、ポリエーテルサルフォン
、ポリカーボネート、シクロオレフィンポリマー、ポリアリレート、ポリアミド、ポリメ
チルメタクリレート、ポリエチレンテレフタレート、ポリエチレンナフタレート等のプラ
スチックフィルムやシート、あるいは、トップエミッション型の有機発光電界素子の場合
には、これに加えて、上記のプラスチックフィルムやシートに酸化珪素、酸化アルミニウ
ム等の金属酸化物や、弗化アルミニウム、弗化マグネシウム等の金属弗化物、窒化珪素、
窒化アルミニウム等の金属窒化物、酸窒化珪素等の金属酸窒化物、アクリル樹脂やエポキ
シ樹脂、シリコーン樹脂、ポリエステル樹脂等の高分子樹脂膜を単層もしくは積層させた
光透過性基板や、アルミニウムやステンレス等の金属箔、シート、板、プラスチックフィ
ルムやシートにアルミニウム、銅、ニッケル、ステンレス等の金属膜を積層させた光非透
過性基板等を用いることができる。なお、本発明においては、上記の材料に限定されず、
他の材料が用いられてもよい。
【００４４】
　有機ＥＬ表示装置５０がボトムエミッション型である場合、発光媒体層１９において生
じた発光光は、基板１１に隣接する電極を通じて、有機ＥＬ表示装置５０の外部に取り出
される。一方、トップエミッション型の場合、発光光は、基板１１と対向する電極を通じ
て、外部に取り出される。上記材料からなる基板１１においては、有機ＥＬ表示装置５０
内への水分や酸素の浸入を防止するために、基板１１全面もしくは片面に無機膜を形成す
る処理，或いは樹脂を塗布する処理等により、防湿処理又は疎水性処理が予め施されてい
ることが好ましい。
　特に、発光媒体層１９への水分の浸入を避けるために、基板１１における含水率、水蒸
気透過率及びガス透過係数が小さいことが好ましい。
【００４５】
　本発明の第１実施形態に係る第一電極１２は、基板１１上に成膜され、必要に応じてパ
ターニングによって形成される。第一電極１２は、隔壁２３によって区画され、各画素（
サブピクセル）に対応した画素電極である。
【００４６】
　第一電極１２の材料としては、ＩＴＯ（インジウムスズ複合酸化物）やＩＺＯ（インジ
ウム亜鉛複合酸化物）、ＡＺＯ（亜鉛アルミニウム複合酸化物）等の金属複合酸化物や、
金、白金等の金属材料や、これら金属酸化物や金属材料の微粒子をエポキシ樹脂やアクリ
ル樹脂等に分散した微粒子分散膜が使用される。また、第一電極１２の構造としては、単
層構造もしくは積層構造が採用される。また、オクチル酸インジウムやアセトンインジウ
ム等の前駆体を前記基板上に塗布後、熱分解によって酸化物を形成する塗布熱分解法等に
より、第一電極１２を形成することもできる。
【００４７】
　第一電極１２が陽極である場合、ＩＴＯ等の仕事関数が高い材料を選択することが好ま
しい。アクティブマトリクス駆動の有機ＥＬ表示装置においては、第一電極１２の材料が
低抵抗の材料であることが好ましく、例えば、シート抵抗で２０Ω・ｓｑ以下である材料
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が第一電極１２の材料として好適に用いることが可能である。
【００４８】
第一電極１２の形成方法としては、材料に応じて、抵抗加熱蒸着法、電子ビーム蒸着法、
反応性蒸着法、イオンプレーティング法、スパッタリング法等の乾式成膜法又は、インク
ジェット印刷法、グラビア印刷法、スクリーン印刷法等の湿式成膜法等既存の成膜法を用
いることができる。なお、本発明においては、上記の方法に限定されず、他の方法が用い
られてもよい。なお、基板１１の周辺に形成され、第一電極１２に接続されている取り出
し電極（不図示）は、同一工程で、かつ、同一材料で形成することが可能である。
【００４９】
　第一電極１２のパターニング方法としては、材料又は成膜方法に応じて、マスク蒸着法
、フォトリソグラフィ法、ウェットエッチング法、ドライエッチング法等の既存のパター
ニング法が用いられる。また、必要に応じてＵＶ処理、プラズマ処理等を用いて、第一電
極１２の表面を活性化させてもよい。
【００５０】
　トップエミッション型の場合、第一電極１２の下部に反射層３１（図４Ａ及び図４Ｂ参
照）を形成することが好ましい。反射層の材料としては、高反射率の材料を用いることが
好ましく、例えば、Ｃｒ、Ｍｏ、Ａｌ、Ａｇ、Ｔａ、Ｃｕ、Ｔｉ、Ｎｉが採用される。ま
た、反射層の構造としては、上記材料を一種以上含んだ単膜，積層膜，合金膜，上記材料
からなる膜にＳｉＯ、ＳｉＯ２、ＴｉＯ２等の保護膜が形成された構造が採用される。反
射率としては、可視光波長領域の全平均で８０％以上であることが好ましく、９０％以上
であれば好適に反射層を用いることが可能である。
【００５１】
　反射層の形成方法としては、材料に応じて、抵抗加熱蒸着法、電子ビーム蒸着法、反応
性蒸着法、イオンプレーティング法、スパッタリング法等の乾式成膜法又は、インクジェ
ット印刷法、グラビア印刷法、スクリーン印刷法等の湿式成膜法等既存の成膜法を用いる
ことができる。なお、本発明においては、上記の方法に限定されず、他の方法が用いられ
てもよい。
【００５２】
　反射層のパターニング方法としては、材料又は成膜方法に応じて、マスク蒸着法、フォ
トリソグラフィ法、ウェットエッチング法、ドライエッチング法等の既存のパターニング
法を用いることができる。
【００５３】
　本発明においては、各画素に対応した発光領域を区画するように隔壁２３が形成されて
いる。隔壁２３は、複数の画素の各々を仕切る仕切部材として機能する。ウェットコーテ
ィング法を用いるパターニングによって発光媒体層を各画素に配置する場合、上記のよう
に隔壁２３が設けられているので、互いに隣接する画素間において混色を防ぐことが可能
になる。また、隔壁２３は逆テーパー形状を有する第一隔壁２３Ａと順テーパー形状を有
する第二隔壁２３Ｂの二層構造で設けられ、後述のように表示領域全面に形成される発光
媒体層におけるリーク電流が低減される。
【００５４】
　隔壁２３は、第一電極１２の端部を覆うように形成されていることが好ましい。一般的
に、アクティブマトリクス駆動型の有機ＥＬ表示装置５０においては、各画素に第一電極
１２が形成されており、各画素の面積をできるだけ広くするために、第一電極１２の画素
領域が露出されている面積を大きくしている。このため、隔壁２３は、第一電極１２の端
部を覆うように形成されている。隔壁２３の最も好ましい平面形状は、格子状である。隔
壁２３は、互いに隣接する画素電極１２を区切るように画素電極１２の間に配置されてい
る。
【００５５】
　第一隔壁２３Ａを構成する無機絶縁材料は、市販されている材料を用いて良い。第一隔
壁２３Ａの材料としては、具体的に、酸化シリコン、酸化スズ、酸化アルミ、酸化チタン
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等の無機酸化物、窒化シリコン、窒化チタン、窒化モリブデン等の無機窒化物、窒化酸化
シリコンのような無機窒化酸化膜といった物が上げられるがこれらに限定するものでは無
い。これら、無機絶縁膜のなかでも特に好適なのが窒化シリコン、酸化シリコン、酸化チ
タンである。なお、本発明においては、上記の材料に限定されず、他の材料が用いられて
もよい。また、有機ＥＬ素子の表示品位を向上させるために、光遮光性を有する材料を上
記の無機絶縁材料に含有させる、または第一隔壁２３Ａの底部，頭頂部，側面部に成膜し
てもよい。
【００５６】
　第一隔壁２３Ａを形成する無機絶縁材料は、スパッタリング法，プラズマＣＶＤ法，抵
抗加熱蒸着法に代表されるドライコーティング法を用いて形成することが出来る。また、
スピンコーター、バーコーター、ロールコーター、ダイコーター、グラビアコーター等の
公知の塗布方法を用いて無機絶縁材料が含有されたインキを塗布したのち、大気乾燥、加
熱乾燥などの焼成工程で溶剤を除去し無機絶縁膜としても良い。次に、無機絶縁膜上に感
光性樹脂を塗工し、露光，現像を行いパターン形成する。感光性樹脂としては、ポジ型レ
ジスト又はネガ型レジストのどちらも用いられる。市販されているレジストを用いてもよ
い。パターンを形成する工程としては、フォトリソグラフィ法を用いて所定のパターンを
得る方法が挙げられる。なお、本発明においては、上記の方法に限定されず、他の方法が
用いられてもよい。必要に応じて、無機絶縁膜上にプラズマ照射又はＵＶ照射等の表面処
理を施してもよい。
【００５７】
　第一隔壁２３Ａを構成する逆テーパー構造を形成するには、反応性イオンビームエッチ
ング，反応性ガスエッチング，反応性イオンエッチングなどに代表されるドライエッチン
グ法を用いることができる。また、腐食溶解する性質を持つ液体の薬品を使ったウェット
エッチング法も用いることができる。
　しかし、等方性エッチングが支配的なウェットエッチング法よりも異方性エッチングに
より側面形状を選択的に形成することが容易なドライエッチング法が好適に用いる事がで
きる。
【００５８】
　第一隔壁２３Ａの膜厚は、酸化珪素など厚みによっては導電性を有する材料があるため
、絶縁性を確保するため５０ｎｍ以上１０００ｎｍ以下が好ましい。更に１５０ｎｍ以上
であれば好適に用いる事ができる。第一隔壁２３Aが十分な絶縁性を有していない場合、
第一隔壁２３Ａを通じて互いに隣接する画素電極１２の間に電流が流れ、リーク電流とな
るため表示不良が発生する。
【００５９】
　第二隔壁２３Ｂを構成する感光性材料としては、ポジ型レジスト又はネガ型レジストの
どちらも用いられる。市販されているレジストを用いてもよい。レジストは、絶縁性を有
することが必要である。第二隔壁２３Ｂが十分な絶縁性を有していない場合、第二隔壁２
３Ｂを通じて互いに隣接する画素電極１２の間に電流が流れてしまい表示不良が発生する
。第二隔壁２３Ｂの材料としては、具体的に、ポリイミド系、アクリル樹脂系、ノボラッ
ク樹脂系、フルオレン系といった材料が採用される。なお、本発明においては、上記の材
料に限定されず、他の材料が用いられてもよい。また、有機ＥＬ素子の表示品位を向上さ
せるために、光遮光性を有する材料を上記の感光性材料に含有させてもよい。
【００６０】
　第二隔壁２３Ｂを形成する感光性樹脂は、スピンコーター、バーコーター、ロールコー
ター、ダイコーター、グラビアコーター等の公知の塗布方法を用いて塗布される。次に、
マスクを用いた露光工程によって感光性樹脂がパターニングされ、露光された感光性樹脂
は現像され、第二隔壁２３Ｂのパターンが形成される。このように第二隔壁２３Ｂのパタ
ーンを形成する工程としては、従来公知の露光、現像方法が用いられる。また、焼成工程
においては、オーブン、ホットプレート等を用いる従来公知の方法を用いて第二隔壁２３
Ｂを焼成することができる。
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【００６１】
　第二隔壁２３Ｂのパターニング方法としては、基板１１上に感光性樹脂を塗工し、フォ
トリソグラフィ法を用いて所定のパターンを得る方法が挙げられる。フォトリソグラフィ
法は、第二隔壁２３Ｂの底部幅を第一隔壁２３Ａの頭頂部幅よりも容易に狭く形成するこ
とが可能となるため好適に用いる事が可能となる。なお、本発明においては、上記の方法
に限定されず、第二隔壁２３Ｂの底部幅を第一隔壁２３Ａの頭頂部幅よりも狭く形成でき
れば、他の方法が用いられてもよい。必要に応じて、レジスト及び感光性樹脂にプラズマ
照射又はＵＶ照射等の表面処理を施してもよい。
【００６２】
　第二隔壁２３Ｂの膜厚は、５００ｎｍから５０００ｎｍの範囲であることが望ましい。
第二隔壁２３Ｂの高さ（膜厚）が低すぎると、発光媒体層１９が厚かった場合、ショート
を防止する効果が得られないことがある。また、第二隔壁２３Ｂの高さ（膜厚）が高すぎ
ると、第二隔壁２３Ｂによって急峻な段差面が形成され、この段差面には対向電極（陰極
，第二電極）１７が成膜し難くなる。この段差面に起因して対向電極（陰極，第二電極）
１７が断線した場合には、表示不良が生じる。また、上記範囲の膜厚の隔壁であれば、発
光媒体層を印刷法で形成した際に、各画素電極１２上に印刷された発光媒体層インキ（発
光媒体層となる液体材料）の広がりを抑えることができる。
【００６３】
　また、隔壁を形成した後に陽極として用いている第一電極表面の洗浄と仕事関数の調整
とを行うため、基板の前処理工程として、ＵＶ処理、プラズマ処理等を行なってもよい。
正孔を効率よく発光媒体層に注入するためには、発光媒体層に接触する陽極の表面の仕事
関数と、発光媒体層の仕事関数とが、近いことが好ましい。従って、表面処理が施された
陽極の表面の仕事関数と、陽極に接する発光媒体層の仕事関数との差が０．５ｅＶ以下で
あることが好ましく、０．２ｅＶ以下であることがより好ましい。
　第一電極としてＩＴＯを用いる場合、表面処理前の仕事関数は約４．８ｅＶである。こ
れに対し、後述のように陽極上に発光媒体層として正孔輸送層又は正孔注入層を形成する
場合、例えば、酸化モリブデンの仕事関数は約５．８ｅＶである。従って、表面処理前の
状態においては、陽極の仕事関数と正孔輸送層の仕事関数との差が大きすぎるため、正孔
注入障壁が高くなり、正孔が注入され難い。そこで、表面処理によって陽極の仕事関数を
高くし、陽極の仕事関数を正孔輸送層の仕事関数に近づける。
【００６４】
　また、ＵＶ処理の光源としては、低圧水銀ランプ、高圧水銀ランプ、エキシマランプ等
が用いられる。本発明ではいずれの光源を用いてもよい。酸素プラズマ処理を用いる場合
は、電力、圧力、プラズマ照射時間を調整することにより、陽極の仕事関数を所望に制御
することが可能である。なお、酸素プラズマ処理を用いる場合、陽極の表面処理と同時に
、隔壁２３において多少のエッチング効果が生じる。このため、陽極の表面処理において
は、隔壁２３におけるエッチング効果を考慮して処理条件を調整する必要がある。
【００６５】
　表面処理した第一電極表面は、経時変化により元の状態に戻るため、陽極の表面処理は
正孔輸送層１４を形成する直前に行うことが好ましい。
【００６６】
　次に、正孔注入層は透明電極（陽極）から正孔を注入する機能を有する層であり、正孔
輸送層は発光層に正孔を輸送する機能を有する層である。これらの層は、正孔注入機能と
正孔輸送機能とを共に有する場合がある。この場合、これらの機能の程度に応じてどちら
か一方の名称で、或いは両方の名称で機能層が称されている。本発明の各実施形態におい
ては、正孔輸送層と称されている層は、正孔注入層も含む。
【００６７】
　正孔輸送層１４から正孔輸送層の上層の発光媒体層（例えばインターレイヤ）へ正孔を
効率的に注入するために、正孔輸送層１４の物性値として、正孔輸送層１４が陽極（第一
電極１２）の仕事関数と同等以上の仕事関数を有することが好ましい。選択される陽極の
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材料に応じて、正孔輸送層１４の適切な物性値は異なるが、４．５ｅＶ以上６．５ｅＶ以
下の仕事関数を有する正孔輸送層１４を用いることができる。陽極がＩＴＯ又はＩＺＯで
ある場合、５．０ｅＶ以上６．０ｅＶ以下の仕事関数を有する正孔輸送層１４が好適に用
いることが可能である。また、ボトムエミッション構造では第一電極１２を透過させて発
光光が取り出されるため、正孔輸送層１４の光透過性が低い場合には取り出し効率が低下
する。このため、可視光波長領域において、正孔輸送層１４の平均光透過性は、７５％以
上であることが好ましく、８５％以上であればより好ましい。
【００６８】
　このような正孔輸送層を構成する材料としては、例えば、ポリアニリン、ポリチオフェ
ン、ポリビニルカルバゾール、ポリ（３，４－エチレンジオキシチオフェン）とポリスチ
レンスルホン酸との混合物等の高分子材料を用いることができる。この他にも、導電率が
１０－２～１０－６Ｓ／ｃｍである導電性高分子を好ましく用いることができる。高分子
材料は、湿式法による成膜工程に使用可能である。このため、正孔注入層又は正孔輸送層
を形成する際に高分子材料を用いることが好ましい。このような高分子材料は、水又は溶
剤によって分散或いは溶解され、分散液又は溶液として使用される。また、正孔輸送材料
として無機材料を用いる場合、Ｃｕ２Ｏ、Ｃｒ２Ｏ３、Ｍｎ２Ｏ３、ＦｅＯｘ（ｘ≧０．
１），ＮｉＯ、ＣｏＯ、Ｂｉ２Ｏ３、ＳｎＯ２、ＴｈＯ２、Ｎｂ２Ｏ５、Ｐｒ２Ｏ３、Ａ
ｇ２Ｏ、ＭｏＯ２、ＺｎＯ、ＴｉＯ２、Ｖ２Ｏ５、Ｎｂ２Ｏ５、Ｔａ２Ｏ５、ＭｏＯ３、
ＷＯ３、ＭｎＯ２等を用いることができる。
【００６９】
　正孔輸送層１４を形成する方法としては、基板１１上の表示領域全面にスピンコート法
，ダイコート法，ディッピング法，又はスリットコート法等の簡便な方法で一括形成する
方法が採用される。正孔輸送層１４を形成する際には、前記正孔輸送材料が水、有機溶剤
、或いはこれらの混合溶剤に溶解されたインキ（液体材料）が用いられる。有機溶剤とし
ては、トルエン、キシレン、アニソール、メシチレン、テトラリン、アセトン、メチルエ
チルケトン、メチルイソブチルケトン、シクロヘキサノン、メタノール、エタノール、イ
ソプロピルアルコール、酢酸エチル、酢酸ブチル等が使用できる。また、インキには、界
面活性剤、酸化防止剤、粘度調整剤、紫外線吸収剤等を添加してもよい。正孔輸送層１４
が無機材料である場合には抵抗加熱蒸着法、電子ビーム蒸着法、反応性蒸着法、イオンプ
レーティング法、スパッタリング法等のドライプロセスを用いて形成することができる。
【００７０】
　電子ブロック層としてのインターレイヤ１５を有機発光層と正孔輸送層の間に設けるこ
とが好ましい。有機ＥＬ素子の発光寿命を向上させことができる。トップエミッション型
の素子構造においては、正孔輸送層１４を形成した後に、インターレイヤ１５を正孔輸送
層１４の上に積層することができる。通常、正孔輸送層１４を被覆するように、インター
レイヤ１５は形成されるが、必要に応じてパターニングによってインターレイヤ１５を形
成してもよい。
【００７１】
　インターレイヤ１５の材料としては、有機材料ではポリビニルカルバゾール若しくはそ
の誘導体、側鎖若しくは主鎖に芳香族アミンを有するポリアリーレン誘導体、アリールア
ミン誘導体、トリフェニルジアミン誘導体等の、芳香族アミンを含むポリマー等が挙げら
れる。また、無機材料では、Ｃｕ２Ｏ、Ｃｒ２Ｏ３、Ｍｎ２Ｏ３、ＮｉＯ、ＣｏＯ、Ｐｒ

２Ｏ３、Ａｇ２Ｏ、ＭｏＯ２、ＺｎＯ、ＴｉＯ２、Ｖ２Ｏ５、Ｎｂ２Ｏ５、Ｔａ２Ｏ５、
ＭｏＯ３、ＷＯ３、ＭｎＯ２等の遷移金属酸化物およびこれらの窒化物、硫化物を一種以
上含んだ無機化合物が挙げられる。なお、本発明においては、上記の材料に限定されず、
他の材料が用いられてもよい。
【００７２】
　インターレイヤ１５の有機材料は、溶媒に溶解され、又は安定に分散され、有機インタ
ーレイヤインキ（有機インターレイヤの液体材料）として用いられる。有機インターレイ
ヤの材料を溶解又は分散する溶媒としては、トルエン、キシレン、アセトン、アニソール
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、メチルエチルケトン、メチルイソブチルケトン、シクロヘキサノン等の単独又はこれら
の混合溶媒が用いられる。中でもトルエン、キシレン、アニソールといった芳香族有機溶
媒が有機インターレイヤ材料の溶解性の観点から好適に用いられる。また、有機インター
レイヤインキには、必要に応じて、界面活性剤、酸化防止剤、粘度調整剤、紫外線吸収剤
等が添加されてもよい。
【００７３】
　これらインターレイヤの材料として、正孔輸送層１４よりも仕事関数が同等以上である
材料を選択することが好ましく、更に、有機発光層１６よりも仕事関数が同等以下である
材料を選択することがより好ましい。この理由は、正孔輸送層１４から有機発光層１６に
向けてキャリアが注入される時に、不必要な注入障壁を形成しないためである。また、有
機発光層１６から発光に寄与できなかった電荷を閉じ込める効果を得るため、バンドギャ
ップが３．０ｅＶ以上である材料を採用することが好ましく、３．５ｅＶ以上である材料
を採用することより好ましい。
【００７４】
　インターレイヤ１５の形成方法としては、材料に応じて、抵抗加熱蒸着法、電子ビーム
蒸着法、反応性蒸着法、イオンプレーティング法、スパッタリング法等の乾式成膜法又は
、インクジェット印刷法、凸版印刷法、グラビア印刷法、スクリーン印刷法等の湿式成膜
法等既存の成膜法を用いることができる。なお、本発明においては、上記の方法に限定さ
れず、他の方法が用いられてもよい。
【００７５】
　また、発光層１６においては、第一電極１２及び第二電極１７の間に印加された電圧に
よって注入された電子と正孔とが再結合され、この再結合の際に生じる発光光が得られる
。発光光は、透光性の電極を透過し、有機ＥＬ素子の外部に出射される。互いに隣接する
画素の各々に形成される発光層が異なる場合、例えば、ＲＧＢのフルカラー表示の表示装
置においては、各発光層１６Ｒ、１６Ｇ、１６Ｂが第一電極１２の各々の発光画素部（画
素領域）にパターニングによって形成される。
【００７６】
　発光層１６の材料としては、クマリン系、ペリレン系、ピラン系、アンスロン系、ポル
フィリン系、キナクドリン系、Ｎ，Ｎ’－ジアルキル置換キナクドリン系、ナフタルイミ
ド系、Ｎ，Ｎ’－ジアリール置換ピロロピロール系等の発光性色素をポリスチレン、ポリ
メチルメタクリレート、ポリビニルカルバゾール等の高分子中に溶解させたものが使用で
きる。また、発光層１６の材料としては、デンドリマー材料、ＰＰＶ系やＰＡＦ系、ポリ
パラフェニレン系等の高分子発光材料を用いることも可能である。また、発光層１６の材
料は、水又は溶剤に可溶である材料であることが好ましい。
【００７７】
　これらの発光層の材料は、溶媒に溶解され、又は安定に分散され、有機発光インキ（発
光層の液体材料）として用いられる。有機発光材料を溶解又は分散する溶媒としては、ト
ルエン、キシレン、アセトン、アニソール、メチルエチルケトン、メチルイソブチルケト
ン、シクロヘキサノン等の単独又はこれらの混合溶媒が用いられる。中でもトルエン、キ
シレン、アニソールといった芳香族有機溶媒が有機発光材料の溶解性の観点から好適に用
いられる。また、有機発光インキには、必要に応じて、界面活性剤、酸化防止剤、粘度調
整剤、紫外線吸収剤等が添加されてもよい。
【００７８】
　上述した高分子材料に加え、９，１０－ジアリールアントラセン誘導体、ピレン、コロ
ネン、ペリレン、ルブレン、１，１，４，４－テトラフェニルブタジエン、トリス（８－
キノラート）アルミニウム錯体、トリス（４－メチル－８－キノラート）アルミニウム錯
体、ビス（８－キノラート）亜鉛錯体、トリス（４－メチル－５－トリフルオロメチル－
８－キノラート）アルミニウム錯体、トリス（４－メチル－５－シアノ－８－キノラート
）アルミニウム錯体、ビス（２－メチル－５－トリフルオロメチル－８－キノリノラート
）［４－（４－シアノフェニル）フェノラート］アルミニウム錯体、ビス（２－メチル－
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５－シアノ－８－キノリノラート）［４－（４－シアノフェニル）フェノラート］アルミ
ニウム錯体、トリス（８－キノリノラート）スカンジウム錯体、ビス［８－（パラ－トシ
ル）アミノキノリン］亜鉛錯体及びカドミウム錯体、１，２，３，４－テトラフェニルシ
クロペンタジエン、ポリ－２，５－ジヘプチルオキシ－パラ－フェニレンビニレン等の低
分子系発光材料が使用できる。
【００７９】
　各発光層１６の材料が低分子の発光材料である場合においては、主に蒸着法等のドライ
プロセスを用いて発光層１６を形成することができる。各発光層１６の材料が高分子発光
材料又は低分子発光材料を高分子に分散させた材料である場合においては、スクリーン印
刷法又はインクジェット法等の印刷法を用いて発光層１６を形成することができる。印刷
法を用いて発光層１６を形成する場合には、前記発光材料が、有機溶剤、水、或いはこれ
らの混合溶剤に溶解されたインキを用いることができる。
【００８０】
　電子注入層は、陰極から電子を輸送する機能を有する層である。電子輸送層は、発光層
に電子を輸送する機能を有する層である。これらの層は、電子輸送機能と電子注入機能と
を共に有する場合がある。この場合、これらの機能の程度に応じてどちらか一方の名称で
、或いは両方の名称で機能層が称されている。
　このような電子注入層又は電子輸送層を構成する材料としては、例えば、１，２，４－
トリアゾール誘導体（ＴＡＺ）等のニトロ置換フルオレン、ジフェニルキソン誘導体等が
挙げられる。
【００８１】
　次に、発光媒体層１９上には、本発明に係る第二電極（対向電極）１７が形成される。
アクティブマトリクス駆動型の有機ＥＬ表示装置においては、第二電極は表示領域の全面
に形成される。第二電極１７の具体的な材料としては、Ｍｇ、Ａｌ、Ｙｂ等の金属単体が
用いられる。また、第二電極１７と発光媒体層１９との間の界面にＬｉ，酸化Ｌｉ，Ｌｉ
Ｆ等の化合物が１ｎｍ程度形成され、安定性・導電性の高いＡｌ又はＣｕがこの化合物に
積層された構造を採用してもよい。また、電子注入効率と安定性とを両立させるため、仕
事関数が低いＬｉ、Ｍｇ、Ｃａ、Ｓｒ、Ｌａ、Ｃｅ、Ｅｒ、Ｅｕ、Ｓｃ、Ｙ、Ｙｂ等の金
属１種以上と、安定なＡｇ、Ａｌ、Ｃｕ等の金属元素との合金系を用いてもよい。具体的
に、ＭｇＡｇ、ＡｌＬｉ、ＣｕＬｉ等の合金を使用することができる。また、ＩＴＯ（イ
ンジウムスズ複合酸化物），ＩＺＯ（インジウム亜鉛複合酸化物），ＡＺＯ（亜鉛アルミ
ニウム複合酸化物）等の金属複合酸化物からなる透明導電膜を用いることができる。
【００８２】
　トップエミッション構造を有する有機ＥＬ表示装置においては、発光媒体層１９から発
光された光は、第二電極１７を透過する。このため、第二電極１７は、可視光波長領域に
おいて光透過性を有する必要がある。このため、透明導電膜の膜厚については、可視光波
長領域において８５％以上の平均光透過性が得られるように膜厚を調節することが好まし
い。第二電極１７の材料として、Ｍｇ、Ａｌ、Ｙｂ等の金属単体を用いる場合には、膜厚
は２０ｎｍ以下であることが好ましく、２～７ｎｍ以内であることがより好ましい。金属
膜の場合の膜厚については、可視光波長領域において７０％以上の平均光透過性が得られ
るように膜厚を調節することが好ましい。
【００８３】
　第二電極１７の形成方法としては、材料に応じて、抵抗加熱蒸着法、電子ビーム蒸着法
、反応性蒸着法、イオンプレーティング法、スパッタリング法等の乾式成膜法又は、イン
クジェット印刷法、グラビア印刷法、スクリーン印刷法等の湿式成膜法等既存の成膜法を
用いることができる。なお、本発明においては、上記の方法に限定されず、他の方法が用
いられてもよい。
【００８４】
　封止体２８は、例えば、第一電極１２、隔壁２３、発光媒体層１９、及び第二電極１７
が形成された基板１１に設けられる。具体的に、基板１１の周辺部において、封止体２８
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と基板１１とが接着され、封止体２８と基板１１とが封止される。
　トップエミッション構造を有する有機ＥＬ表示装置においては、発光媒体層から出射さ
れた光は、基板１１とは反対側に位置する封止体２８を透過し、有機ＥＬ表示装置の外部
に取り出される。このため、可視光波長領域において高い光透過性が必要である。可視光
波長領域において８５％以上の平均光透過性が得られていることが好ましい。
【００８５】
　封止体２８の構造として、凹部を有するガラスキャップ又は金属キャップ等の封止キャ
ップ２６を用いる場合について説明する。この場合、封止キャップ２６の内側の空間に、
第一電極１２、隔壁２３、発光媒体層１９、及び第二電極１７が配置されるように、封止
キャップ２６の周辺部と基板１１の周辺部と接続され、封止キャップ２６と基板１１との
間の空間が封止される。封止キャップ２６と基板１１とは、接着剤を用いて接着される。
また、凹部内には、吸湿剤が形成され、窒素ガス等の不活性ガスが充填される。これによ
って、水分，ガス等が凹部内に浸入することに起因する有機ＥＬ素子の劣化を防ぐことが
できる。
【００８６】
　また、封止構造として、封止板２９及び樹脂層２１が用いられた構造を採用してもよい
。この場合、第一電極１２，隔壁２３，発光媒体層１９，及び第二電極１７が形成された
基板１１と封止板２９との間に樹脂層２１が設けられた構造が採用される。この構造を形
成する方法としては、封止板２９上に樹脂層２１を形成し、樹脂層２１と基板１１とを対
向させながら、封止板２９と基板１１とが貼り合わせる方法が挙げられる。
【００８７】
　封止板２９の材料としては、水分や酸素の透過性が低い基板が用いられる。また、材料
の一例として、アルミナ、窒化ケイ素、窒化ホウ素等のセラミックス、無アルカリガラス
、アルカリガラス等のガラス、石英、耐湿性フィルム等を挙げることができる。耐湿性フ
ィルムの例として、プラスチック基板の両面にＳｉＯｘをＣＶＤ法で形成したフィルム，
光透過性の小さいフィルム，吸水性のあるフィルム，又は吸水剤が塗布された重合体フィ
ルム等が挙げられる。耐湿性フィルムの水蒸気透過性は、１×１６Ｇ／ｍ２／ｄａｙ以下
であることが好ましい。
【００８８】
　樹脂層２１の材料としては、エポキシ系樹脂、アクリル系樹脂、シリコーン樹脂等から
なる光硬化型接着性樹脂、熱硬化型接着性樹脂、２液硬化型接着性樹脂や、エチレンエチ
ルアクリレート（ＥＥＡ）ポリマー等のアクリル系樹脂、エチレンビニルアセテート（Ｅ
ＶＡ）等のビニル系樹脂、ポリアミド、合成ゴム等の熱可塑性樹脂や、ポリエチレンやポ
リプロピレンの酸変性物等の熱可塑性接着性樹脂を挙げることができる。樹脂層２１を封
止板２９の上に形成する方法の一例として、溶剤溶液法、押出ラミ法、溶融・ホットメル
ト法、カレンダー法、ノズル塗布法、スクリーン印刷法、真空ラミネート法、熱ロールラ
ミネート法等を挙げることができる。必要に応じて吸湿性や吸酸素性を有する材料を樹脂
層２１の材料に含有させることもできる。封止板２９上に形成される樹脂層２１の厚みは
、封止される有機ＥＬ素子の大きさや形状に応じて任意に決定されるが、５～５００μｍ
程度が望ましい。
【００８９】
　第一電極１２，隔壁２３，発光媒体層１９，及び第二電極１７が形成された基板１１と
封止体２８とを貼り合わせる工程は、不活性ガス雰囲気下あるいは真空下において行われ
ることが好ましい。封止体２８の構造として封止板２９と樹脂層２１からなる２層構造を
採用し、樹脂層２１の材料として熱可塑性樹脂を使用した場合においては、加熱されたロ
ールを用いて封止体２８を基板１１に圧着することが好ましい。
　一方、樹脂層２１の材料として熱硬化型接着樹脂を使用した場合は、加熱されたロール
を用いて封止体２８を基板１１に圧着した後、さらに硬化温度で加熱硬化を行うことが好
ましい。
　更に、樹脂層２１の材料として光硬化性接着樹脂を使用した場合は、ロールを用いて封
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止体２８を基板１１に圧着した後、さらに光を光硬化性接着樹脂に照射することによって
樹脂を硬化することができる。なお、上記の方法においては、封止板２９上に樹脂層２１
を形成したが、基板１１上に樹脂層２１を形成し、封止板２９と基板１１とを貼り合わせ
ることも可能である。
【００９０】
　封止板２９を用いて基板１１上の有機ＥＬ素子を封止する前工程として、又は上記のよ
うな封止工程に代えて、例えば、パッシベーション膜からなる封止体２８を形成してもよ
い。この場合、ＥＢ蒸着法又はＣＶＤ法等のドライプロセスを用いて、窒化珪素膜等無機
薄膜からなるパッシベーション膜が形成される。また、パッシベーション膜と上記の封止
構造とが組み合わされた構造を採用することも可能である。パシベーション膜の膜厚とし
ては、例えば、１００～５００ｎｍに設定される。材料の透湿性、水蒸気光透過性等に応
じて適した膜厚は異なるが、１５０～３００ｎｍの膜厚が好適である。トップエミッショ
ン型の構造においては、上記の特性に加え、光透過性を考慮して封止構造における材料の
種類を選択して膜厚を調整する必要がある。可視光波長領域において、全平均の光透過性
は７０％以上であることが好ましい。
【００９１】
　なお、本発明の技術範囲は、上記実施形態に限定されることなく、本発明の趣旨を逸脱
しない範囲において種々の変更を加えることが可能である。
【実施例】
【００９２】
　次に、上述した本発明の有機ＥＬ表示装置の実施例について説明する。なお、本発明は
、下記の実施例によって制限されない。
　まず、実施例１，２と比較例１を参照し、第１実施形態の有機ＥＬ表示素子の実施例に
ついて説明する。
【００９３】
［実施例１］
　まず、対角が２．２インチサイズのガラス基板（透光性基板）を準備した。このガラス
基板上に、スパッタ法を用いてＩＴＯ（インジウム－錫酸化物）薄膜を基板全面に形成し
た。次にフォトリソグラフィ法と酸溶液によるエッチング法とを用いてＩＴＯ薄膜をパタ
ーニングした。これによって、複数のラインパターンを有する画素電極を形成した。この
複数のラインパターンにおいて、線幅は１３６μｍであり、互いに隣接する線の間隔は３
０μｍである。約４０ｍｍ角であるガラス基板上には、１９２本のＩＴＯラインが形成さ
れている。
【００９４】
　次に、第一隔壁２３Ａを以下のように形成した。基板全面が成膜されるように、ＣＶＤ
法を用いてＳｉＮを成膜した。ＣＶＤ法においては、純度９９．９９９９のＳｉＨ４，Ｎ
Ｈ３，Ｈ２ガスを用いた。チャンバ内の基板はホットプレートにより加熱し、基板表面が
１３０℃になるように調節を行った。プラズマ電力を１．５ｋＷで２００秒間成膜するこ
とで６００ｎｍの膜厚を得た。この時、真空度は１５０ＰａとなるようにＳｉＨ４，ＮＨ

３，Ｈ２を１：２：１０の比率で供給した。形成されたＳｉＮ膜はＩＴＯと基板表面の段
差により凹凸となっている為、表面研磨を行い基板面から５００ｎｍまで平坦化処理を行
った。
【００９５】
　平坦化処理を行った第一隔壁上にボジ型感光性レジスト（日本ゼオン製，ＺＥＰ５２０
Ａ）を全面にスピンコートした。スピンコート条件として、４０００ｒｐｍで５０秒間回
転させた後、ホットプレートにより１８０℃で５分間ベーキングを行い薄膜とした。レジ
スト膜形成後に、第一隔壁部となる部分のみを残して露光、現像、洗浄を行いレジストパ
ターンを形成した。
【００９６】
　レジストパターン形成後、反応性イオンエッチングにより第一隔壁の逆テーパー形状を



(19) JP 5625448 B2 2014.11.19

10

20

30

40

50

形成する。反応性ガスはフッ素と酸素を用いた。フッ素ガスおよび酸素ガスの混合ガスを
チャンバ内に導入する。各流量を調整し、フッ素ガスの流量を１００ｓｃｃｍとし、酸素
ガスの流量を４００ｓｃｃｍとし、チャンバ内の圧力が１０Ｐａになるように調節を行っ
た。また、高周波電源ら１３．５６ＭＨｚの高周波電力７００Ｗを印加した。隔壁部以外
の窒化シリコン膜がドライエッチングにより除去され、基板からのテーパー角度が１５０
度となり、頭頂部が３０μｍ、底部が２７μｍの逆テーパー形状の第一隔壁２３Ａが形成
された。ドライエッチングの後、レジストの剥離を行った。
【００９７】
次に、第二隔壁２３Ｂを以下のように形成した。第一隔壁２３Ａを覆うように、基板全面
にポジ型感光性ポリイミド（東レ社製フォトニース，ＤＬ－１０００）をスピンコートし
た。スピンコートの条件として、ガラス基板を１１０ｒｐｍで５秒間回転させた後に、ガ
ラス基板を３００ｒｐｍで２０秒間回転させた。ポジ型感光性ポリイミドの膜厚は１．８
μｍである。第一隔壁２３Ａ上のみ隠されたフォトマスクを準備し、フォトリソグラフィ
法を用いて基板の全面に塗布された感光性材料の第一隔壁２３Ａ部以外をｉ線ステッパー
により２００ｍＪ／ｃｍ２露光した。露光した後現像を行い、オーブンを用いて、２３０
℃３０分の条件で焼成し第一隔壁２３Ａ上に第二隔壁２３Ｂを得た。こうして形成された
第二隔壁は、第一隔壁頭頂部からのテーパー角度が５０度となり、頭頂部が１５μｍ、底
部が２５μｍ、膜厚が１．５μｍとなった。
【００９８】
　次に、ＩＴＯの表面処理として、紫外線照射を行った。ＵＶ／Ｏ３洗浄装置を用いて隔
壁が形成されたガラス基板に紫外線照射を３分間行った。紫外線照射前のＩＴＯの仕事関
数は、４．８ｅＶであった。紫外線照射前のＩＴＯの仕事関数は、５．３ｅＶであった。
【００９９】
　次に、正孔輸送層１４を形成した。正孔輸送層１４を構成する無機材料として酸化モリ
ブデンを用いた。表示領域の全面が成膜されるように、スパッタリング法を用いて無機材
料を２０ｎｍ成膜した。　　　　　　スパッタリング法おいては、純度９９．９％のモリ
ブデン金属ターゲットを用いて、不活性ガスであるアルゴンと反応性ガスである酸素をス
パッタリング装置のチャンバ内に供給した。また、リアクティブＤＣマグネトロンスパッ
タ法を用いて酸化モリブデンをアクティブマトリックス基板１０１上に成膜した。ターゲ
ットの電力密度は、１．３Ｗ／ｃｍ２である。チャンバ内に供給される混合ガスの比率と
しては、アルゴンが２であるのに対して、酸素が１である。スパッタリング時の真空度が
０．３Ｐａとなるように、チャンバに設けられた排気バルブを調整し、チャンバに供給さ
れるガスの量を調節した。酸化モリブデンの膜厚は、スパッタリング時間を調整すること
により、制御した。パターニング工程においては、３３ｍｍ×３３ｍｍの開口を有するメ
タルマスクを用いた。
　酸化モリブデンは、発光画素部に均一に成膜された。また、隔壁上に形成された酸化モ
リブデンの膜は、第一隔壁２３Ａに形成された逆テーパー形状によって分断された。これ
によって、隔壁上に不連続な酸化モリブデンの膜が形成された。
【０１００】
　次に、有機発光材料として、ポリフェニレンビニレン誘導体を採用し、この材料の濃度
が１％になるように、この材料がトルエンに溶解された有機発光インキを準備した。この
インキ用いて、隔壁に挟まれた画素電極上に、画素電極のラインパターンに一致するよう
に、凸版印刷法を用いて発光層を印刷した。印刷工程の後に乾燥された発光層の膜厚は、
１００ｎｍであった。
【０１０１】
　次に、発光層の上にＣａ、Ａｌからなる陰極層のラインパターンを形成した。具体的に
は、陰極層のラインパターンと画素電極のラインパターンとが直交するように、抵抗加熱
蒸着法を用いるマスク蒸着によって陰極層を形成した。
　最後に、外部の酸素又は水分から保護するために、上記のように形成された有機ＥＬ構
成体を、ガラスキャップと接着剤とを用いて密閉封止し、有機ＥＬ表示装置を作製した。
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【０１０２】
　このように得られた有機ＥＬ表示装置の表示領域の周辺部においては、画素電極毎に接
続されている陽極側の取り出し電極と、陰極層に接続されている陰極側の取り出し電極と
が設けられている。これら取り出し電極を電源に接続し、有機ＥＬ表示素子を点灯かつ表
示させ、点灯状態及び表示状態を確認した。
【０１０３】
　このように得られた有機ＥＬ表示素子を駆動したところ、７Ｖの駆動電圧で、７５０ｃ
ｄ／ｃｍ２の輝度が得られ、リーク電流によるクロストークは見られなかった。
【０１０４】
［比較例１］
　まず、実施例１と同様に、ガラス基板を準備し、画素電極を形成した。
【０１０５】
　次に、比較例１においては、逆テーパー形状の第一隔壁２３Ａを形成せずに、基板全面
にポジ型感光性ポリイミド（東レ社製フォトニース，ＤＬ－１０００）をスピンコートし
た。スピンコートの条件として、ガラス基板を１１０ｒｐｍで５秒間回転させた後に、ガ
ラス基板を２５０ｒｐｍで２０秒間回転させた。ポジ型感光性ポリイミドの膜厚は２．０
μｍである。実施例１の第二隔壁２３Ｂと同様に露光，現像を行い隔壁２３を得た。こう
して形成された隔壁は、基板表とのテーパー角度が４５度となり、頭頂部が１５μｍ、底
部が３５μｍ、膜厚が１．７μｍとなった。
【０１０６】
　次に、実施例１と同様に、ＩＴＯの表面処理，正孔輸送層，発光層，及び陰極層を形成
した。
このように得られた有機ＥＬ表示素子を駆動したところ、７Ｖの駆動電圧で３００ｃｄ／
ｃｍ２の輝度が得られ、リーク電流によるクロストークが発生していた。
【０１０７】
　なお、実施例及び比較例におけるクロストークの評価方法として、発光画素部以外の領
域が発光されているか否かを判定した。また、実施例及び比較例における輝度の測定方法
として、画素部のみから発光されている光を集光し、この集光された光の輝度を測定した
。
　比較例１の評価結果から明らかなように、隔壁に逆テーパー形状が含まれていないため
、リーク電流が発生し、クロストーク又は発光輝度の低下が生じた。
　一方、本発明の実施例１においては、隔壁を２層構造とし、第一隔壁を逆テーパー形状
としている。次に、隔壁上に正孔輸送層を成膜している。ここで、第一隔壁の逆テーパー
形状によって正孔輸送層が分断される。このため、リーク電流が低減又は抑制され、クロ
ストークを生じることがなく、発光輝度の高い有機ＥＬ表示素子が得られた。
【０１０８】
　次に、実施例２と比較例２を参照し、図９に示すようなアクティブマトリクス駆動型有
機ＥＬ表示装置の例である第２実施形態の有機ＥＬ表示装置の実施例について説明する。
【０１０９】
［実施例２］
　まず、アクティブマトリクス基板１０１を準備した。このアクティブマトリクス基板１
０１においては、第一電極（画素電極）１０２としてＩＴＯ薄膜が形成されており、ＩＴ
Ｏ薄膜は基板内部のＴＦＴと接続されている。基板のサイズは対角６インチであり、画素
数は３２０×２４０である。
【０１１０】
　次に、基板１０１上に設けられている第一電極１０２の端部を被覆するように、かつ、
複数の画素の各々を区画するように隔壁２０３を形成した。実施例１と同様に第一隔壁２
０３Ａと第二隔壁２０３Ｂの二層を形成し、この隔壁２０３（第一隔壁２０３Ａ，第二隔
壁２０３Ｂ）によって、サブピクセル数が９６０×２４０ドットであり、０．１２ｍｍ×
０．３６ｍｍの面積を有する画素領域が区画された。
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【０１１１】
　隔壁２０３が形成されたアクティブマトリックス基板１０１上に実施例１と同様にＵＶ
／Ｏ３洗浄を行った。
【０１１２】
　ＵＶ／Ｏ３洗浄が施されたアクティブマトリックス基板１０１に、実施例１と同様に正
孔輸送層１０４を形成した。酸化モリブデンの膜厚は３０ｎｍとした。
　アクティブマトリックス基板上の表示領域全面が成膜されるように１１６ｍｍ×８７ｍ
ｍの開口を有するメタルマスクを用いてパターニングを行った。
【０１１３】
　次に、インターレイヤ１０５の材料としてポリビニルカルバゾール誘導体を採用し、こ
の材料の濃度が０．５％になるように、この材料をトルエンに溶解させた。これによって
、インターレイヤ１０５の材料となるインキを得た。
　次に、画素電極１０２，隔壁２０３，及び正孔輸送層１０４が形成された基板１０１を
被印刷基板６０２として、図８に示す凸版印刷装置７００にセッティングした。
　凸版印刷装置７００は、アニロックスロール７０５と、ドクタ７０６と、感光性樹脂で
形成された凸版７０７と、版胴７０８とを含む。アニロックスロール７０５の表面には、
インキ層７０９が塗布される。
　被印刷基板７０２上には、隔壁２０３で囲まれた画素電極１０２が形成され、画素電極
１０２上には、正孔輸送層２０４が形成されている。
　上記インキを用いて、画素電極のラインパターンに一致するように、インターレイヤ１
０５を正孔輸送層２０４上に凸版印刷法を用いて印刷した。このような凸版印刷法におい
ては、３００線／インチのアニロックスロール７０５及び凸版７０７を使用した。インキ
が印刷され、かつ、インキが乾燥された後のインターレイヤ１０５の膜厚は、２０ｎｍで
あった。
【０１１４】
　次に、有機発光層１０６の有機発光材料として、ポリフェニレンビニレン誘導体を採用
し、この材料の濃度が１％になるように、この材料をトルエンに溶解させた。これによっ
て、有機発光層１０６の材料となる有機発光インキを得た。
　次に、画素電極１０２，隔壁２０３，正孔輸送層１０４，及びインターレイヤ１０５が
形成された基板１０１を被印刷基板７０２として、図８に示す凸版印刷装置７００にセッ
ティングした。
　被印刷基板７０２上には、隔壁２０３で囲まれたインターレイヤ２０５が形成されてい
る。
　上記有機発光インキを用いて、インターレイヤ２０５のラインパターンに一致するよう
に、有機発光層１０６をインターレイヤ２０５上に凸版印刷法を用いて印刷した。このよ
うな凸版印刷法においては、１５０線／インチのアニロックスロール７０５及び感光性樹
脂で形成された凸版７０７を使用した。インキが印刷され、かつ、インキが乾燥された後
の有機発光層１０６の膜厚は８０ｎｍであった。
【０１１５】
　次に、真空蒸着法を用いて、第二電極（対向電極）１０７としてカルシウム膜を有機発
光層１０６上に５ｎｍの厚さで成膜した。カルシウム膜の形成工程においては、１１６ｍ
ｍ×８７ｍｍの開口を有するメタルマスクを用いた。その後、真空蒸着法を用いて、アル
ミニウム膜をカルシウム膜上に２００ｎｍの厚さで形成した。アルミニウム膜の形成工程
においては、１２０ｍｍ×９０ｍｍの開口を有するメタルマスクを用いた。
【０１１６】
　その後、封止体２０８として、中央部が凹状に加工されたガラス基板を準備した。封止
体２０８の凹部内に第二電極（陰極）１０７が配置されるように、封止体２０８とアクテ
ィブマトリックス基板１１０とを接合した。また、ガラス基板（封止体２０８）の凹部に
は、水分又は酸素の浸入に起因する劣化を防止するために、吸湿剤を設置した。
【０１１７】
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　このように得られた有機ＥＬディスプレイパネルを駆動したところ、７Ｖの駆動電圧で
７００ｃｄ／ｃｍ２の輝度が得られ、リーク電流によるクロストークは発生していなかっ
た。
［比較例２］
　まず、実施例２と同様に、アクティブマトリックス基板を準備した。　次に、比較例１
と同様に隔壁２０３を形成した。発光媒体層の成膜工程、封止工程は、実施例２と同様に
行われた。
【０１１８】
　このように得られた比較例２の有機ＥＬ表示装置を駆動したところ、画素間の輝度バラ
ツキが多く確認された。リーク電流が低減又は抑制されておらず、画素毎に流れる電流値
にバラツキが生じた為と考えられる。
【産業上の利用可能性】
【０１１９】
　以上詳述したように、本発明は、画素を区分する隔壁上を含む表示領域全体に所定の発
光媒体層が形成された有機ＥＬ表示装置において、リーク電流を低減又は抑制することの
できる有機ＥＬ表示装置及びその製造方法に有用である。また、本発明は、リーク電流を
低減させ、素子特性を向上させた有機ＥＬ素子，画像表示装置，及び画像表示装置の製造
方法に有用である。
【符号の説明】
【０１２０】
５０・・・表示装置（有機ＥＬ素子）
１１，１０１・・・基板
１２，１０２・・・第一電極（画素電極）
１４，１０４・・・正孔輸送層／正孔注入層
１５，１０５・・・インターレイヤ
１６，１０６・・・発光層
１７，１０７・・・第二電極（陰極）
１７ａ・・・光非透過性第二電極
１７ｂ・・・光透過性第二電極
１９・・・発光媒体層
２１，２１０・・・樹脂層
５０，２００・・・有機ＥＬ表示装置
２３，２０３・・・隔壁（多段隔壁）
２３Ａ，２０３Ａ・・・第一隔壁
２３Ｂ，２０３Ａ・・・第二隔壁
２６，２０６・・・封止キャップ
２８，２０８・・・封止体
５４・・・第一発光媒体層
５５・・・第二発光媒体層
２９・・・封止板
３１・・・反射層
１００・・・有機ＥＬ素子
７００・・・凸版印刷装置
７０１・・・ステージ
７０２・・・被印刷基板
７０３・・・インキタンク
７０４・・・インキチャンバ
７０５・・・アニロックスロール
７０６・・・ドクタ
７０７・・・凸版
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７０８・・・版胴
７０９・・・インキ層

【図１】

【図２】

【図３】

【図４】
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【図５】

【図６】

【図７】

【図８】

【図９】
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